
























































紀の都市における水利用は、自然環境や自治体の政策によって大きな偏差がある。一事例をもって直ちに一般化することは困難であるし、本稿のねらいも事例分析を直ちに一般化する点にあるわ ではない。むしろ、ある一事例に徹底して だわることを通じて、そこにみられる種々の問題構図（住民間・地域間の差異・ 害対立や、 私権と共同性・公共性との対立、諸運動と地方メディアの役割など）とその変化の過程を、個別具体的に提示することを第一の課題とし、 他事例との比較検討を進め ための第一歩としたい。　
本稿が対象とする静岡県三島市は、富士山と箱根山のふ
もとに位置し、双方の山々からは豊富な 下水が流れ、その一部は市街地で湧出し、湧水池であ 小浜池からは源兵衞川が、菰池からは桜川が流れ出ていた（図１ 参照） 。これら 河川 「三尺下れば、真水になる」と言われるほど豊富な水量を誇っ
た（６）
。山野に囲まれ地下水と湧水が豊富
であるという意味において典型的な都市といえよう。本稿は、戦後改革期～一九五〇年代を対象として分析す が、この時期に注目する 図は 以下の三点にま められる。第一に、当該期の三島市は、なお豊富な湧水量をほこっおり、 都市住民の多様 利用がみられたという点である。第二に、その一方 社会的変動と都市化傾向が顕著であり、 水利用をめぐる種々 問題が生じた点である。第三に、
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あったのが、木町、田 宮倉町 茶 、二日町であった。反対に、人口が減少している地域は久保町、伝馬町・金谷町、一倍以上一
・
五倍未満であったのが国分町、大中島町、





































としては衰退傾向 あるとはいえ近世からの系譜を有する有産者が居住していたことがわかる。一戸あたり所得賦課が一〇円以上である大中 町 小中島町、宮
表１　１９３７年度三島町戸数割賦課額（町・字別、所得賦課・資産賦課別） （単位：人、戸、円）









茅町 932 2,265 2.4 189 813 4.3 266 1.4
木町 1,152 2,159 1.9 280 1,376 4.9 407 1.5
茶町 1,016 1,777 1.7 250 1,581 6.3 700 2.8
国分町 640 815 1.3 130 664 5.1 180 1.4
六反田町 2,046 5,367 2.6 502 3,328 6.6 1,033 2.1
大中島町 960 1,273 1.3 205 2,145 10.5 746 3.6
小中島町 1,758 2,508 1.4 320 3,638 11.4 1,211 3.8
芝町 1,497 3,867 2.6 333 9,751 29.3 3,597 10.8
宮川町 882 1,117 1.3 130 1,416 10.9 824 6.3
久保町 892 745 0.8 120 2,966 24.7 3,219 26.8
田町 1,919 3,364 1.8 457 4,052 8.9 1,965 4.3
二日町 2,368 4,063 1.7 491 3,417 7.0 1,045 2.1
市ヶ原町 478 479 1.0 70 1,269 18.1 611 8.7
宮倉町 848 1,568 1.8 194 809 4.2 272 1.4
伝馬町 128 1,468 11.5 720 5.6
金谷町 22 119 5.4 46 2.1
長谷町 453 556 1.2 78 683 8.8 329 4.2
新町 553 640 1.2 97 353 3.6 142 1.5
宮町 1,717 5,028 2.9 380 2,237 5.9 882 2.3
一町田 ー ー ー 25 185 7.4 221 8.8
沢地 ー ー ー 59 333 5.6 343 5.8
徳倉 ー ー ー 106 703 6.6 643 6.1
萩 ー ー ー 42 230 5.5 146 3.5
佐野 ー ー ー 112 735 6.6 710 6.3
幸原 ー ー ー 83 417 5.0 212 2.6





































簡易水道名 給水地域 給水人口 給水開始年
久保町簡易水道 久保町、芝町、伝馬町、田町 950 1905
幸原簡易水道 幸原区 600 1926
田町簡易水道 田町、小中島町 750 1928
木町簡易水道 木町、茶町、茅町 425 1930
小浜簡易水道 六反田町 900 1932
市ヶ原簡易水道 市ヶ原町、伝馬町 638 1932
富士見簡易水道 芝町 250 1934
若宮簡易水道 木町、茶町、国分町 650 1935
三島中央簡易水道 小中島町、大中島町、芝町 750 1937






















































































































































































社会党の山田重太郎が「既設の簡易水道 やめ 市の上水道に切換えるという場合に、何か問題が起きたりし ことはありませんか」と質問したのに対して、市土木課長佐藤清治は、 「簡易水道 のトラブル―直接のトラブルというようなものはありません。 （中略）市が簡易水道に入って
おる人をモギとって来るというようなことをしていないからです。自主的に簡易水道組合員が話をつけて、その方と縁を切ってから市の水道にはまって来るのです」と、応答した。簡易水道利用者を「モギとって来る」ことはしないという市側の答弁に、水道事業を先行し いた組合への配慮が読み取れる。この答弁に対して山田重太郎は、今後市営水道事業の範囲が広がれば、 「簡易水道が経営困難にる」との質問を行ったが、これに対して市土木課長は「市の水道に買取ってもらいたいという希望がないとはいえません （中略） 二十七年末から八年ころ は予算的に楽になって来ると思います」 答弁するにとどまった。　
その後三島市水道課は、一九五二年度予算において簡易





の一九五〇年代において、町 有志 共同出資による簡易水道と市営 とが並存する状況が続 たも の、自治体による水道整備は、住民の間に徐々に浸透していったとえよう。













































にも注目した。全体として、同紙においては 事業をめぐる自治体の公共性 水道組合の共同性 の関係などについて、立ち入った議論を展開することはなかった。　
次に、 『駿豆タイムス』をみよう。表３に、同紙と後述






して三島市の公共事業や都市計画に関 信頼を寄せており、反対に自治体の公共事業を阻害する主体として地域社会のなかの地主層を批判する記事が多い点が特徴といえる。町の性格が戦後改革 もと 新 な性格を持ち始めいる点については防火用水の整備 即して述べた 、 『駿豆タイムス』 地主批判 報道もそのような戦後改革期の一つの風潮を示していると考えられよう。　
同じく表３から『三島民報』の特徴をみよう。記事ｅ・
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紹介しているのとは対照的であった。記事ｆの小中島新谷線に関しては、 『三島民報』は地元の了解なく市が工事を始めた点を強調した。この点は、 『駿豆タイムス』では小中島新谷線の立退問題自体取り上げているものの、記事ｆの小中島住民が市に押しかけた件については記事にしていない。また記事ｆでは、 「記事概要」に記したように、源兵衛川両岸の道路建設問題（ 『駿豆タイムス』の記事ｄの内容） 言及し 市民の負担からみて反対とする談話を掲載した点も、 『駿豆タイムス』照的であった。　
なぜ、 『三島民報』は、地主・商工業者を含む地













































































































民大学三島教室での分裂の反省を踏まえ 共産党との関係を有しつつ労働者や商工業者、農民など幅広い層に支持される統一候補をたてる動きのなかに、三島市生活を守る会の活動は位置付いていたといえる。 『三島民報』は、そのような幅広い階層を含む住民の利害を第一とする を中心に報じたのである。　
以上のように、 『三島民報』は、庶民大学三島教室の系
譜をひく三島市の諸運動と関連をもって創刊さ た。市当局と簡易水道組合の事業の双方 基本的に肯定する（あるいは反対に地主・資産家 専横的姿勢 批判する）他紙は異なり、統一運動を通じて政治を変えていこうとする構想に基づく主張（具体的には税金闘争）が創刊当初の同紙では展開された。それ故、市営水道事業の賛否に関す 直接の主張はみられなかったが、住民 負担増大や立退を強いる自治体による公共事業への批判がなさ たといえよう。その後、レッド・パージ よって、三島市内における労働運動やメディア 大きな影響 受けた。こ 点につい










































陳情の内容は、 「婦人青少年会館の建設について」 「プールの増設について（出来得れば三島市 南側 ） 」 「 処理場新設について の三つの内容であっ 。 糞尿処理場新設について」では、糞尿処理は「も早農村肥料等 依存することは考えられない状態でございますし、各家庭から衛生業者が汲み出した汚物はその に窮し しばしば近隣の河川に捨てられておりますことは多くの主婦が目撃し口を極めてその非道と不衛生を難じ おります」と る。陳
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情「プールの増設について」では、 「市内の子供達は非常に危険な場所やばい菌の多い川 泳ぎ、怪俄をしたり結膜炎を起こしたりするものが多」いとあり 子ども 遊び場として位置づけられていた川への認識が、衛生・安全面から大きく変容している点がうか える。　
衛生面から川を捉える考え方を推し進めたもう一つの主





た一九四九年創刊の地方新聞だが、この時期には五日刊となっていた。五日刊の地方新聞は当時 三島市内では『三島民報』だけ（他紙はほとんどが旬刊）であり地域社会に影響力があった地方新聞と考えてよい。頭越しに政策を進める市当局を批判した創刊時 論調と異なるようにみえが、 『三 は市内での新生活学校の活動に関 て積極的に報じていたことに鑑みれば、衛生美化を推進する三島市婦人連盟の側に立っ 報道といえる。重要なことは、なぜ公園で女性が洗濯をしているのかという点に関して立ち入った報道 なされてい い点である。一九五〇年代に
おける三島市の人口増加とオムツについた糞尿を流せるような水場の必要性という点に鑑みれば、共同のカワバタ利用者が増加し、湧水池の公園での洗濯も行われるようになっていくことは、ある意味自然 成り行きであった。すなわち、カワバタの所有の有無や転住者の増加といっ 点に触れずに、もっぱら湧水池で洗濯をしている女性だけに焦点をあて、 「清流を汚す婦人たち」という見出しをつけている点に、当該期の『三島民報』の報道の特徴があるといえよう。　
第二に、清掃法に照らしたとき問題となるような


























かけて 上下水道に関する請願・陳情のうち五件は請願・陳情書自体が残存しており、そ 提出者代表の住所 、田町四丁目、小中島三丁目、宮町五丁目、小山区、六反田五丁目であった。 田町・宮町・六反田は表１からわかるように、人口増加の割合が高い地区であ 、小山は一九四一年市制施行時に三島町と合併した錦田村に位置しており、下 道整備が遅れていたと推定される。各町が自治体に対して下水道整備を請願・陳情するよう なった点に、一九五〇年代半ばの特徴がみられる。 一九五六年におけ 四件の請願・陳情はいずれも市議会で採択されており、上下水道の整備は基本的には自治体の公共事業 して進め べきと う市議会の認識も確認できる。　
しかし、当該期の下水道の敷設を求める請願・陳情は、
側溝に流された汚水が最終的に河川を汚濁 問題については触れていない点に留意する必要がある。生活排水が河川や地下水の汚濁を引き起こすことは住民の中で意識されていたものの、前掲の陳情でいえば「すいこみ」への排水
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ての利用が主であった箱根山の原野は、一九五〇年代 入り林業開発とともに観光開発などへ 期待が高まっていったといえよう。しかし 実際には植林事業が先行して進み、






有地のなか 井戸水やカワバタの利用がこれに該 する。第二に、生活共同体としての 格を有した諸組合・町の権利に裏付けられた水利用とそのため 諸施設や山野の維持管理である。これに関しては 簡易水道 維持管理する水道組合、防火用水を準備する町、 して入会地 あを管理する複数の団体を挙げるこ ができる。第三に、市街地の住民がそこで生活していることから派生しているとみられる慣行的権利に基づく利用である。洗濯や食器洗いなどでの共同のカワバタの利用や家庭排水の排出先との近隣河川の利用などが、豊富な湧水 より市街地において可能であった。これらの多様な水利用が、簡易水道敷設の有無などの地域的差異を伴った形で、敗戦直後の三島市ではみられた。
　
このような人と水の関係を変える契機となったのが、戦
時期から戦後復興期における人口増加と河川の汚濁であった。転住者の増加に伴う市街地の拡大やアパート 増加、生活排水の増加に対して、私的土地所有や諸々の共同性・慣行に支えられた水利用は限界面を有しており、そのなかで市営水道事業が開始されるなど、自治体による新たな公共性を有する政策が実施された。 それでは自治体の政策は、住民と水との関係をど よう 変化させたのか？以下、二点にまとめておこう。　
第一に、当該期の市営水道事業は、住民生活全般を広く
覆い尽くすように浸透したわけではなかっ 水道の利用が住民生活に不可欠の存在と意識されるようになり 自治体による水道の維持管理 望む声が強まっていたことは事実である。しかし、市の水道事業は財 面や機能面で お万全ではなく、そのため事業を継続 簡易 道組合も存在し、反対に市営水道の配水区域外の農山村部では新簡易水道組合が設立される場合もあった。ま 、市による水道や下水道の整備 進んだとはいえ、住民生活の多様な水利用が自治体に依存していたわけではなかった。西部五町の防火用水整備は町レベルで行われた。清掃法 施 後においてもカワバタでの洗濯は続けられ、新た 洗濯場が一九五〇年代に新設される場合もあった。水源である山野




民の側から自治体への新たな働きかけが見られるようなった点である。そこ は二つのルート 存在した。一つは、町や組などが主体となり、請願・陳情 どを通じて個別地区ごとの共通利害を、市政に反映させようとするルートである。生活共同体的性格を有する町が、側溝 設置維持管理を自治体 公共性 よって補完しようとしたことはその一例であった。これらの動きが、転住者 多数居住している市の外縁部で活発化したことも、一つの特徴 いえよう。もう つは、新 な主体形成を通じて、自治体に民意を反映させ市政を変えていこうとするルートであった。庶民大学三島教室での経験を経て模索された労働者、農民、商工業者らによる統一運動の動きは『三島民報』で報じられ、同紙では住民への了解のな 公 事業批判がなされた。新生活学校の開始を契機とした三島市婦人連盟の主張も、清掃法の理念との類似性があるとは え、これに
類する動きといえよう。　
以上の分析に鑑みれば、 戦後復興期の三島市においては、
国家法の枠組みに基づいた自治体の政策に対する住民の期待は高まるものの、それと同時に住民側からの自治体への主体的な働きかけが生じて た点が重要であろう。人口増加と水質汚濁のなかで、敗戦直後と同じスタイルの住民と水との関係を継続していこうとする動き（新たな洗濯場の設置に関する陳情）がみられ 一方で、下水道整備を自治体に働きかけた町・組や、地方メディアによる報道を媒介とした新たな主体形成を目指す住民や諸団体（三島市婦人連盟もその一つ）による運動が 水に関する自治体の政策内容を規定したのである。こうした動きは「清流を汚す婦人たち」という報道にみられ 問題点を生み出した点 留意する必要があるが、戦後改革後に変化しつつあった町などの団体や新たな政治主体の動き（さらにはそれ を報る地方メディアの動き）によって、地域的公共性を有自治体の政策に住民と水 の関係性を保障する論理 徐々に埋め込まれていった点 、本稿 結論 して強調 ておきたい。　
本稿は、これまでの研究が十分に注目してこなかった都
市の実際の水利用とその背後にある共同性や慣行的権利、さらには水利用のうえで必要となる諸施設を整備する機能
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特定の土地や資源を共同で所有・利用する際に派生する性質 （主体は基本的に世帯単位）を指 公共性とは地方公共団体による活動が帯びる性質 （開か ており 構成員 差異があることを前提）を指す。西洋 異なり自治都市としての伝統を基本的に有していない日本の近代都市においては、市制・町村制の実施後も共同 を有する地域末端の諸団体が住民生活 保障する役割 担っていたものの そのことと都市公共 が実施する事業が有する公共性との関係は十分に検討されてこなかった （ 都市 公共性をめぐる論点」 『歴史と経済』一八四号、二〇〇四年を参
照） 。そこで本稿では、国家的な政策枠組みのもとでの自治体の政策 （水道整備） ともともと都市社会に存在していた水・水辺利用とのズレに着目するとともに、戦後復興期の時代状況のもとで変化しつつあった共同性を利用して――あるいは新たな主体形成によって――住民が自治体の有する公共性に新た 意味を埋めこもうとした側面に注目する。そのことを通じて、筆者が過去に追究し ことのある三島市における石油化学コンビナート反対運動 （沼尻晃伸 「高度経済成長前半期の水利用と住民・企業・自治体」 『歴史学研究』八五九号、二〇〇九年）が生じる一つの条件を、実証的に解明したい。
（５）ドイツの環境史家ヨアヒム・ラートカウは、以下のように






































































































33）ただし、その後も西部方面では防火用水の調達の困難さが報じられた （ 『三島ニュー 五四 七 五 ）ことから、町の活動の限界面にも留意する必要がある
（





改革と地域住民組織』ミネルヴァ書房、一九八九 、雨宮昭一 『 戦後体制論 岩波書店、一九 七年などの先行研究を踏まえた議論を本稿ではな 得ないが、 の場合、
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敗戦後の隣組連合常会で戦時期に任命された町内会長を批判し辞職要求の意見が出された事例を新聞が報じるなど （六反田二丁目で 事例。 『岳南新報』一九四六年八月九日） 、ＧＨＱによる指令と直接結びつかない住民による動向が看取できる。
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46）以下の特別委員会の質疑応答は、 『三島市議会特別委員会会議録』 （ 市役所所蔵）一九五一年 三
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56）小西政三 わたしの歩いてきた道 （私家版、三島市立図書館蔵 、一九九六年、八五頁。
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59） 『三島民報』一 四 年九月一〇日。
（
60）笹川孝一 「戦後社会教育実践史研究 （その二） 」 『人文学報教育学』 二 号、 一九八六年、 二―九四、 一一二―一一四頁。
（




市立図書館蔵 、一九八一年、一八頁。なお、田中の回顧での表記は、 『三島民報 での表記 （三島市生活を守 会）とは若干異なるが、田中の文章は回顧録である点に鑑み、ここでは同一団体と判断 た。
（
63） 『三島民報』に関しては プランゲ文庫に所収されている一九四九年一〇月八日付においては三島市生活を守る会に関する記事がみられるが、その後の新聞 同文庫に所収されておらず、三島市立図書館が所蔵する 五〇 刊行の
















70）以上の点は、沼尻晃伸 「高度成長期におけ 住民生活と水利用」前掲 『時代と格闘する人々』 （注
61） 、二九二―二九三
頁 （原資料は、 『三島民報』一九五八年九月二五日） 。
（
71）各年度の 『決議書綴』 （三島市役所所蔵 から上下水道整備に関する請願・陳情を抜き出した。以下の引用も 各年の同史料による。
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Local Government and Water Usage of Urban Residents in the 
Postwar Reform Period till the 1950s 
        —A Case Study of Mishima City in Shizuoka Prefecture —
NUMAJIRI, Akinobu 
This study aims to thoroughly examine the diverse water usage by 
urban residents of Mishima City in Shizuoka Prefecture in the postwar 
reform period till the 1950s and the various relationships that support 
it. The study will also clarify the relationship between the local govern-
ment and residents with respect to water usage established through the 
process where various policies related to water were implemented by 
the local government and the nation. 
Water usage by residents immediately after World War II may 
be categorized into the following three types: First, water from wells 
installed on private land was used. Second, water maintained and man-
aged by various groups including private water-supply association was 
used. Third, there was water usage based on customary rights, such as 
washing laundry at waterfronts, possibly derived from residents living 
in areas near the waterfront. At this stage, no close relationship be-
tween the water usage by residents and the local government policies 
was found. 
In the 1940s–50s, the population of Mishima City increased and 
the domestic wastewater polluted the rivers. At this time, the city start-
ed waterworks and the Japanese government established Waste Dispos-
al Act, prohibiting the dumping of human waste into rivers. However, 
the enforcement areas of the municipal waterworks were limited to 
a certain part of the city for financial reasons. Washing at the water-
fronts, that may violate Waste Disposal Act, also continued. On the oth-
er hand, residents launched various movements to make the local gov-
ernment reflect the public opinion while demanding the development 
of water supply and sewage lines that could not be achieved by various 
groups from the residential areas. 
Thus, local government policies concerning water usage during 
that time were not necessarily sufficient and were far from the life of 
the residents. However, amidst social changes including population 
growth, residents did not only stick to water usage that relied on vari-
ous conventional groups and customs but also started to position the lo-
cal government as the main entity that implements new public policies 
concerning water usage.
